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おわりに

はじめに

わが国では近い将来、超高齢化社会を迎えるにあたり、現在は社会保障制度の抜本改革に関する

議論をはじめ、3．11の震災以降、地域再生をいかに進めていくのかというまちづくりに関する議

論も並行して行われている。私たちはこれまで高度経済成長を支えてきた第二次産業、特に炭鉱を

支えた生活者に目を向け、そのなかでも離島でいまなお生活する高齢者の生活課題について研究を

進めている。炭鉱離島の生活課題は決して特異なことではなく、近い将来全国的に出現する諸問題

であり、時間軸として早期に炭鉱離島であらわれているというのが、筆者の基本的な視点である。

これまでの研究では高齢者の生活支援をめぐって、地域のネットワーク形成過程に関する考察を

行ってきた（1）。しかしながら、人口減少や島内住民の高齢化によって地域がさらに衰退してしまっ

ては、いかに高齢者支援の議論も重ねても解決の糸口はみつかりにくいのが現状である。また、世

代を超えた人的交流（子どもから高齢者）あるいは地域外との人的交流（島内と島外）が積極的に

進まなければ、当該地域の活性化の実現はほど遠いと考えられる。
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離島人口

（注）それぞれの年度の離島振興対策実施地域で比較

昭300

1,200,000
（人）

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

平22平17平12平7平2昭60昭55昭50昭45昭40昭35

そこで本稿では、これまでの研究対象地である長崎市高島・伊王島・池島の3島をめぐる場づく

り支援をどのような形で実現していくことで地域が活性化していくのか、若干の検討を試みること

としたい。この背景には、最近離島をめぐる法律改正が行われ、これまでの離島に対する捉え方が

変化してきていることが指摘できる。離島を取り巻く状況が変化するなかで、行政が示す離島振興

策の方向性を確認し、調査対象地の3島にどのような変化が生じているのか、明らかにしていきた

い（2）。

1 離島振興法改正と場づくり支援の必要性

（1）離島振興法改正の背景

離島振興法の一部を改正する法律（以下、改正離島振興法）は、第180回国会に提案され、その

後審議を経て2012（平成24）年6月27日に公布、2013（平成25年）4月から本格施行されることと

なった。離島振興法は、1953（昭和28）年に議員立法により制定され、それ以降10年ごとに議員立

法により改正されてきた。

離島地域の人口は、離島振興法が制定された直後の1955（昭和30）年には約96万人であったが、

2010（平成22）年では約39万人まで激減している（図1参照）。人口減少の主要因は、離島に十分

な雇用吸収力がなく、離島で生まれた子どもたちが社会に出るときは本土に出て行ってしまったこ

とにあると指摘される（3）。1960（昭和35）年では約1万7千人の出生があり、約1万1000人の自然

増であったが、転出者が約5万人もおり、約1万7千人の社会減であった。転出者数はさらに増え、

1970（昭和49）年には転出者数約10万6千人となった。その後、転出者は徐々に減少し、社会減は

縮小しつつあるが、高齢化が進展し、出生数が急減したことにより、今や自然減が拡大しつつある

（図2参照）。

今回の改正離島振興法は、このような離島における社会状況の変化を踏まえたものであった。

図1 離島の人口推移

出典：国土交通省国土政務局「離島振興法の改正について」『季刊しま』No．231（2012年）29頁
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（2）2013（平成25）年法改正の概要

今回の改正離島振興法では、目的規定に「居住する者のない離島の増加及び離島における人口の

著しい減少の防止」を掲げ、併せて「定住の促進」を明記した（1条）。またとして新たに基本理

念及び国の責務を規定し（第1条の2）、国は離島振興施策が「居住する者のない離島の増加及び

離島における人口の著しい減少の防止並びに離島における定住の促進が図られること」等を旨とし

て講ぜられなければならないという基本理念にのっとり、「離島の振興のため必要な施策を総合的

かつ積極的に策定し、及び実施する責務を有する」こととされた。

離島の無人化や著しい人口減少を防止するには、離島の自立的発展を促進し、生活の安定及び福

祉の向上を図るとともに、地域間交流を促進し、定住の促進を図る必要がある。かつての離島施策

は、その条件不利性に鑑み、産業基盤及び生活環境等の整備を強力に推進することが中心であった

が、その後併せて産業振興施策や地域における創意工夫を生かした施策も加わってきた。

今回の改正では、就業促進、介護サービスの確保、人材の確保・育成等が基本方針に新たに追加

され、また、離島の活性化に資する事業を推進するための離島活性化交付金等事業計画が新たに規

定されるとともに、産業、生活、防災等定住を支える各般にわたる改正がなされるなど、ソフト施

策等に関して新たな追加がなされた。

【主な改正点】

1．目的規定の充実（1条）

2．基本理念・国の責務の新設（1条の2）

3．実施体制の強化等（3条および4条、21条の3）

4．基本方針・振興計画・基本的施策の充実（3条および4条）

5．財政・税制上の措置、離島活性化交付金等の交付（6条および19条）

6．離島特区制度の整備（18条の2）

図2 離島の自然・社会増減の推移

出典：国土交通省国土政務局「離島振興法の改正について」『季刊しま』No．231（2012年）29頁
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（3）離島における場づくり支援の必要性

離島を取り巻く近年の状況は先述したように、人口の流出に歯止めがかかることなく、それに拍

車をかけて少子高齢化の波が一気に押し寄せている。このような状況下に置かれた離島にあって、

そこで暮らす生活者にとって、人々の多様な関心や想いを紡ぎ、人々をつないでいく対話や交流の

「場づくり」が鍵を握ることになる（4）。場づくりの効果として、「「場」を通じて人の縁（つながり）

や地域の輪が生まれ、活動や事業（アクションやプログラム）、また、組織が生み出されてくる」

とされ、さらに「プロセスを通じた市民性の涵養、市民の主体性や地域当事者の育みが進むことが

期待される」（5）という。

筆者がこれまで行ってきた研究調査においては、いまなお残る炭鉱文化の影響によって、それま

での企業主体の町行事の開催等と異なり、地域住民主体で何かを生み出していく土壌がそもそも

培っていない現実も垣間見てきた。そのような土地柄では今後、島で生活を維持・継続するための

ネットワークを構築していく必要性は言うまでもなく、これまで以上に住民同士の場づくりが重要

になってくるのである。

2 炭鉱離島をめぐる地域振興策

（1）離島をめぐる地域振興政策の動向

総務省は2013（平成25）年2月8日に、日本経済の再生に向けて地域の元気を創造し、地域活性

化の視点から見た成長戦略を構築するため、省内横断的な推進体制として、総務大臣を本部長とす

る「地域の元気創造本部」を設置した。主な活動内容は、地域の元気を創造する施策の企画立案・

推進や情報の共有について検討を行うこととされている。具体的には、地域資源と地域資金を自治

体が核となって結びつけ、地域の元気事業を起こしていく「地域経済イノベーションサイクル」の

全国各地での展開や地域の主体的な計画に基づき、地域活性化に直結するような新しい公共事業の

あり方等について、有識者から幅広く意見を聞くことを主な活動内容とする「地域の元気創造有識

者会議」を開催する（6）。推進内容は図3のとおりである。

また、総務省内で地域力創造グループを組織し、時代の動きに即応し、常に新たな政策を企画・

立案し、地域の元気創造プランの推進、定住自立圏構想の推進、過疎地域等条件不利地域の自立・

活性化、人材力の活性化・交流・ネットワークの強化、都市から地方への移住・交流の推進、地域

情報化の推進、国際交流・国際協力などの重要な課題に地方公共団体が積極的に対応していけるよ

う支援を行うこととした。

（2）地域おこし協力隊の創設

人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域力の維持・強化を図るためには、担い手

となる人材の確保が特に重要な課題となっている。一方、生活の質や豊かさへの志向の高まりを背

景として、豊かな自然環境や歴史、文化等に恵まれた地域で生活することや地域社会へ貢献するこ

とについて、いわゆる「団塊の世代」のみならず、若年層を含め、都市住民のニーズが高まってい
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プロジェクト1　地域経済イノベーションサイクル

プロジェクト2　民間活力の土台となる地域活性化インフラ・プロジェクト

⇒国家戦略特区の活用による重点整備も検討中

分散型エネルギーインフラ

プロジェクト１　地域経済イノベーションサイクル　「地域がその創意を発揮し民間資金を喚起する仕組み」

ミッション ビジョン
○　地域のモノやチエを活かす
○　ヒトや投資を呼び込む
○　新しいくらしの土台を創る

まちの元気で
日本を幸せにする！

アプローチ
○　自治体が産業、大学、地域金融
　機関、地域住民等と連携して、活
　性化に取り組む

産学金官ラウンドテーブルを
全国各地で構築

各地の推進体制づくりと先行実施
・地域金融機関の代表及び金融庁と推進体制を確認
・ガイドラインの作成
・自治体及び地域金融機関向けに全国各地で説明会
　（金融庁と合同）
・地域経済循環創造事業交付金（先行実施67事業）

先行事業による外部効果の検証（67事業）
・2.1倍の投資効果（国の交付金と同額の融資を喚起）
・3.6倍の雇用の創出（持続的な雇用の創出）
・6.0倍の地元産業直接効果
・地域課題の解決

・起業家誘致・人材サイクル
　事業（アドバイザー等）
・スタートアップ資金の支援
・地域活性化ファンド（仮称）
　の組成　　　　等・廃棄物等の商品化

・一次産品高付加価値化
・地元資源活用にぎわい創出
・流出資金域内還元

～それぞれの強みを活かして連携～

・事業者　＝　企業家精神・柔軟性

・地域　　＝
金融機関

事業の目利き、
事業継続のリスク・マネジメント

・自治体　＝
（国）

立ち上げの初期投資支援
1回限り（呼び水）

・大学等　＝

・地域資源の徹底活用

・ICTを活用した需給調整（スマートシティ）
・地域への資金還元

　エネルギー賦存量、需要予測、初期投資、
事業収支　等

（太陽光、小水力、木質チップ等、
余熱活用（コジェネ））

・

・

・

民間資金を活用したパッケージインフラ
事業の地域への導入
多様なエネルギー企業群とそのエネル
ギー群を活用した民間企業群の創出
災害時の自主電源確保

（固定価格買取制度の活用等）

公共クラウド
・

・

・

行政データのクラウド化とオープン
化の推進
行政データの公開で民間活性化
（公開型）
行政データを活用したシステムで
民間事業者支援（民間事業支援型）

・公開型クラウドアプリケーション
　～汎用的オープンデータ対応
・民間事業支援型
　～一定の対象事業を選定のうえ先行構築

・ 医療・雇用・教育等の分野において、
人、モノ、金等の流れの強化のための
インフラを計画的整備

ノウハウの蓄積
　（理論化・ケースメソッド化）

平成25年度

平成25年度
プロジェクト候補地調査

公開型：観光、防災
民間事業支援型：
介護支援サービス、動産担保　等

先行モデルの構築

市町村の枠を超えた圏域全体の高度化
民間投資のフル活用の検討　等

プロジェクトモデルの調査・検討

・対象地域の選定　・マスタープラン策定
・プロジェクト推進組織の構築

・全国数カ所のデータセンターの活用

平成26年度
事業化に着手

・生活の質の向上につながる官民連携と
民間資金の活用の具体化

本格システムの構築・稼動 対象圏域の設定とプラン策定

平成26年度

全国各地で事業化促進

～事業化プロセスに応じた
　きめ細かな支援策の構築～

新たな計画圏域の設定
最適な共通インフラの整備
医療、雇用、教育等の行政サービ
スの高度化・効率化
圏域内への民間資本の導入
（民間による事業化、コミュニティビジネス
　の推進）

・
・
・

・

機能連携広域経営型

ることが指摘されるようになっている。そこで人口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、

地域外の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を図ることは、都市住民のニーズに応えながら、

地域力の維持・強化にも資する取組であり、有効な方策と考えられる。このようなことを踏まえ、

図3 地域の元気創造プラン

出典：総務省「地域の元気創造本部」ホームページ
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_genki.html
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総務省として、「地域おこし協力隊」の積極的な推進を図ることとした。

地域おこし協力隊は2009（平成21）年から設置されているが、概要は以下のとおりである。

① 事業概要

地方自治体が都市住民を受け入れ、地域おこし協力隊員として委嘱し、一定期間以上、農林漁

業の応援、水源保全・監視活動、住民の生活支援などの各種の地域協力活動に従事してもらいな

がら、当該地域への定住・定着を図る取組について、地方自治体が意欲的・積極的に取り組むこ

とができるよう、総務省として必要な支援を行う。

② 地域おこし協力隊員

地域おこし協力隊員は、おおむね1年以上3年以下の期間、地方自治体の委嘱を受け、地域で

生活し、農林漁業の応援、水源保全・監視活動、住民の生活支援などの各種の地域協力活動に従

事する者をいう。

③ 地方自治体

地方自治体は設置要綱等を策定した上で広報・募集等を行い、地域おこし協力隊員とする者を

決定し、当該者を地域おこし協力隊員として委嘱し地域協力活動に従事させる。また事業実施に

あたっては、全国的な地域づくり推進組織、NPO法人や大学等と連携することが望ましい。

④ 総務省

総務省は、地域おこし協力隊の推進に取り組む地方自治体に対して、必要な財政上の支援を行

うほか、都市住民の受入れの先進事例・優良事例の調査やこれらの事例の地方自治体への情報提

供等を行う。

隊員が行う地域協力活動とは、「地域力の維持・強化に資する活動をいい、おおむね次に例示す

るものとするが、その具体的内容は、個々人の能力や適性及び各地域の実情に応じ、地方自治体が

自主的な判断で決定するもの」（7）とされている。

3 長崎県における場づくり支援の現状とその問題点

（1）場づくり支援の現状

① 3島（高島・伊王島・池島）の地域活性化を目指した組織づくり

長崎県は先述した離島振興計画を踏まえ、「地域発の地域づくり推進事業」を実施している。本

事業の対象地域は県内全域とし、実施期間は2012（平成24）年度から2014（平成26）年度の3年間

としている。概要は次のとおりである。

【目的】

地域の方々と一緒になって地域課題の解決策について徹底的に議論し、そのために必要なプ

ロジェクトの立上げや県施策への反映を目的として「こぎ出せミーティング」を実施する。

【事業概要】

ア 開催単位：長崎、県央、島原、県北、五島、壱岐、対馬の7つの振興局単位で実施。
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イ 開催回数：各振興局単位で年4回程度実施（うち1回は、振興局長の求めに応じ必要に応

じて知事が出席）。

ウ テ ー マ：当面する地域課題（産業振興と雇用の創出、まちづくり等）について、関係市

町とも協議した上で各振興局長が決定する。

エ 課題解決に向けた県の対応：

地域づくり活動事業費により、各振興局単位で必要な事業を出来るものから実施すると

ともに、21世紀まちづくり補助金をはじめとする既存の各部の予算を活用して、地域の取

組を支援。戦略性が高く波及効果が大きいプロジェクトの展開が見込める場合は、各部を

通じ予算要求を実施。

オ 事業費：2012（平成24）年度 1270万円

本事業のなかで取り組む「こぎ出せミーティング」は、2012（平成）24年7月に長崎市の合併周

辺地域の定住促進策をテーマに、UJI ターン関係者や地域づくり関係者などの参加を得て約6回協

議を行い、2013（平成25）年3月に最終企画案の協議を実施した。その後、このミーティングを契

機としてさらに地域活性化を進めることを目的に有志が集い、NPO法人「長崎アイランドアクト

3」を設立し、同年9月に長崎県から認可された。このNPO法人の発起人は伊王島住民であるが、

隣接する高島や池島を含め、3島交流による定住促進策に基づいて地域活性化を進めようというの

がNPO法人設立の目的である。

まだNPO法人が設立・認可されて日も浅いことから、今後3島（高島・伊王島・池島）の地域

資源をどのように開発し活性化させるのか、見守る必要がある。

② 長崎市における地域振興策の取組み

長崎市は2013（平成25）年2月に、「平成25年度・長崎市重点化方針」を打ち出した。この「平

成25年度長崎市重点化方針」は、長崎市第四次総合計画を推進し、めざすべき将来の都市像の実現

に向けて、平成25年度において長崎市がめざすべき目標とその達成のために重点的に取り組むべき

戦略を定めたものである。組織横断的に取り組むべき重点プロジェクト・重点事業については、各

局長・政策監において戦略をもって着実な推進を図ることとしており、また、各部局等においては、

それぞれ定めた重点的取組みに基づき、各事業に取り組むこととしている。

そのなかで、長崎市が取り組む離島振興策については、「離島や過疎地域においては引き続き人

口減少と高齢化が進行し、従来からの課題であった雇用の場の確保と定住人口の拡大に加え、コミュ

ニティの維持・地域の活力の低下が課題となっている。そこで、このプロジェクトでは、合併時に

策定した市町村建設計画を補完する地域振興計画を地域住民とともに策定し、地域の個性を生かし

た地域振興策を推進するとして、次の取組方針を定めている。

【地域振興プロジェクトの概要】

市町村合併後、合併地区においては行政機能の集約化による人口減少はあったものの、長崎市
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都心部のベッドタウン的な地区にあっては人口減少傾向も逓減している状況である。一方、離島

や過疎地域においては引き続き人口減少と高齢化が進行し、従来からの課題であった雇用の場の

確保と定住人口の拡大に加え、コミュニティの維持・地域の活力の低下が課題となっている。

そこで、このプロジェクトでは、合併時に策定した市町村建設計画を補完する地域振興計画を

地域住民とともに策定し、地域の個性を生かした地域振興策を推進する。

【平成25年度の取組方針・主な取組み】

ア 取組方針：

地域振興計画の早期事業化に努める。住民の参画をさらに促し、住民と協働で地域の個

性を生かしたまちづくりを推進する。

＝伊王島地区＝

ⅰ）伊王島地区における特産品の加工所・体験室・情報交流スペース等の施設整備を行い、活

性化を進める。関連事業として、離島・過疎地域振興対策事業費（伊王島地区活性化交流

拠点施設）として2千万円。

ⅱ）地域おこし協力隊と住民との連携を推進するとともに、合併地区が持つ個性や魅力を生か

した取組みを行う。虹色のまちづくり推進事業費として858万円。

そのほかにも長崎市協働事業として、次の形態が事業化されている。

【高島】

ⅰ）事業名：「UMIBOUZ IN高島」 担当課：地域振興課 協働形態：実行委員会

事業の相手方：高島地区活性化イベント実行委員会

事業の概要：高島海水浴場の知名度を向上させ、夏休み期間中、高島での海水浴を楽しめ

るイベントを開催し交流人口の拡大に努め、地域の活性化を図る。内容は毎

週日曜日にイベント（宝さがし、ラムネ早飲み、氷カーリングなど）を開催。

予算：平成24年度 250万円

ⅱ）事業名：「虹色のまちづくり推進事業」 担当課：地域振興課 協働形態：実行委員会

事業概要：ウォークラリー（しまめぐり双六 in 高島） 日時…Ｈ24年10月14日（日）

場所…高島島内 内容…高島の主要スポットを記載したマップを基に双六の

要領で巡り、ゴールを目指す。

予算 平成24年度950万円 平成25年度70万円

【伊王島】

ⅰ）事業名：「伊王島フェスタ」 担当課：地域振興課 協働形態：実行委員会

事業の相手方：伊王島フェスタ実行委員会
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事業の概要：伊王島のまちおこしのためのイベントを開催することで、交流人口の拡大に

より地域の活性化を図ることを目的とする。

Ｈ24．9 浜辺で遊ぼう in 伊王島

Ｈ24．10磯あそび体験 Ｈ24．12きらきらイルミネーション聖夜の出会い

Ｈ25．3 伊王島をさるく（※Ｈ23まではさるく観光課が所管）

予算：平成22年度～平成24年度 毎年100万円

【池島】

ⅰ）事業名：「池島産業遺産活用事業」 担当課：地域振興課 協働形態：実行委員会

事業の概要：炭鉱閉山10周年記念事業「ステップUP池島まつり」 日時…Ｈ23年10月29

日（土）、10月30日（日） 場所…池島開発総合センター前広場、池島炭鉱

坑道他内容…トロッコ人車、少年ソフトボール大会、写真コンテスト、10周

年植樹式 等

予算 平成23年度 400万円

（2）地域おこし協力隊員の活動状況

2012（平成24）年度現在、長崎県での地域おこし協力隊員の受入れ人数は15名に達する（8）。その

うち、高島・伊王島・池島にもそれぞれ1名ずつの協力隊員が配置されている。それぞれの活動内

容をまとめると次のように整理できる。

1）高島地区

ア 地域の人・地理・長所・短所など把握。地元への入り込み

イ 海だけでない高島を PRするために、市民農園6区画をすぐに使用できるような状態に整

備し、白菜・麦などをつくる

ウ 地元開催イベント「アートプロジェクト」や「まちあるき双六 in 高島」などへの協力

エ 高島で合宿やイベントなどを行ってもらえるような団体等（ダンス教室等）との関係構築

オ ツーリズム団体「やったろう de 高島」協力

2）伊王島地区

ア 各種イベント「伊王島フェスタ等」の支援、実施

イ 子どもを対象としたイベント「スポーツ鬼ごっこ」の実施

ウ 伊王島の魅力情報発信の準備

エ 本のリサイクル・リユース事業の準備

オ 新たな地域おこし団体「NPO長崎アイランドアクト3」の立ち上げ支援

3）外海（池島）地区

ア 地域の人・地理・長所・短所など把握。地元への入り込み。

イ 池島炭鉱を中心に池島の情報発信のためのブログ『九州最後の炭鉱「池島」より』、ネッ

トサイト『ようこそ炭鉱体験「池島」へ』を作成。（池島にふれるきっかけづくり）
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ウ 地元開催イベント「ステップUP池島まつり」、「釣大会」への協力

エ ツーリズム団体「ステップUP池島研究会」支援

オ 公衆無線 LANの普及（wi-fi 環境の整備。池島開発総合センターにソフトバンクwi-fi ス

ポット設置、今後拡大予定）

（3）場づくり支援の問題点

これまで長崎における地域振興策および、それに関連した実践を行っている地域おこし協力隊の

現状について把握してきた。ここでは現在、場づくり支援の核となっている地域おこし協力隊の活

動からみえてくる問題点について指摘しておきたい。まず第1に、地域おこし協力隊に対する地域

の受入れ意識に格差が生じていないかという点である。実際に、隊員へのヒアリングによれば、あ

る意味外様である隊員の受入れに関して、時間を要した地域もあったという。また隊員の活動内容

が十分に地域住民に理解されていない側面も否定できない。こうした地域住民の受入れ体制がどの

程度事前に整備されているかによって、隊員によるその後の活動に少なからず影響を及ぼすものと

考えられる。

第2に、隊員の身分保障の問題である。長崎市の場合、隊員は長崎市の非常勤特別職として任用

され、任用期間は最長で3年間となっており、毎年3月に継続任用について市が判断することとさ

れている。さらに総務省「平成24年度・地域おこし協力隊設置状況」によれば、隊員の年齢構成を

みると男性の約7割近くが30歳代までの若年層で、女性では約9割が30歳代までの世代となってい

る。これは、雇用期間が定められた雇用形態であるために、比較的若い年齢層に応募が集中しがち

になることは否定できない。これらの隊員が地域に根付いて地域住民と信頼関係を構築し、共に地

域の課題に取り組んでいく期間として3年間は決して長くないと考えられる。もちろん、任用期間

が過ぎ、そのまま引き続きその地域に定住する可能性も考えられるが、その場合には安定した職が

その地域にあるかどうかが重要な鍵になる。したがって、隊員の雇用を今後どのような形で保障し

ていくのか、地域の活性化問題とともに検討すべき課題であろう。

おわりに

筆者が炭鉱離島の研究を始めて早7年が経とうとしている。7年前にはこの地域をどのように活

性化していくのか、その問題意識は行政・地域住民・筆者を含む研究者それぞれが抱えていた。特

に炭鉱文化が長年根付いてきた土地にあっては、企業城下町としての性格が強く、炭鉱閉山に伴い

企業がその地域から撤退すると、残された住民たちは互いのネットワークをどのような形で築いて

いけばよいのか、方法手段が分からなかったと考えられる。さらに行政にとっても、市町村合併に

よって地域住民の声が合併前よりも届けにくくなったことによって、地域住民の実態を十分に把握

できていなかった側面があったと推測される。

この状況のなか、国は地域活性化の柱として、場づくり支援として地域おこし隊を創設し、全国

の過疎地に配置させることとなった。離島の数が多い長崎県は九州でももっとも多くの隊員を受け
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入れた。筆者がこれまで調査をしてきた高島・伊王島・池島にもここ数年で1名ずつの隊員が配置

され、現在は地域活性化のためにさまざまな取組みを行っている。

今後はこの地域おこし協力隊がその土地に根差し、地域住民との信頼関係を構築しながら社会資

源を開発し、あるいは現在NPO法人による3島（高島・伊王島・池島）の地域活性化事業のよう

に行政と民間が協働で地域を盛り上げていく姿勢が問われてくることになろう。これまでのような

企業の社会進出や公共事業のような地域活性化ではなく、人々に焦点をあてた「まちづくり」こそ

がいま求められていると思われる。

注
（1）これまでの研究成果については、小川直樹・川﨑孝明『炭鉱離島の高齢者 その福祉と生活課題―生
活史・現地調査の共同研究分析―』（創言社、2013年）を参照されたい。

（2）長崎市伊王島については、2011年3月に伊王島大橋の完成によって現在では離島指定地域から除外さ
れている。しかし、本研究では高島・伊王島・池島の旧炭鉱地域を調査対象とし現在でも定期的に訪問
していることから、法律上離島指定地域ではない伊王島も本稿では取り扱うこととする。

（3）国土交通省国土政務局「離島振興法の改正について」『季刊しま』No．231（2012年）29頁以下。
（4）吉村輝彦「「場づくり」の理論と方法」『福祉社会の開発～場の形成と支援ネットワーク～』第3章（ミ
ネルヴァ書房、2013年）52頁。

（5）吉村・前掲書53頁。
（6）詳しくは、総務省「地域の元気創造本部」ホームページを参照。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/chiiki_genki.html

（7）総務省「地域おこし協力隊」ホームページを参照。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08＿03000066．html
地域協力活動の具体例としては次のようなものが挙げられている。
・地域おこしの支援（地域行事やイベントの応援、伝統芸能や祭の復活、地域ブランドや地場産品の開
発・販売・プロモーション、空き店舗活用など商店街活性化、都市との交流事業
・教育交流事業の応援、移住者受け入れ促進、地域メディアなどを使った情報発信等）
・環境保全活動（不法投棄パトロール、道路の清掃等）
・住民の生活支援（見守りサービス、通院・買物のサポート等）
・その他（健康づくり支援、野生鳥獣の保護管理、有形民俗資料保存、婚活イベント開催 等）

（8）「平成24年度・地域おこし協力隊設置状況」によれば、全国で隊員の数は617名おり、そのうち九州管
内でみると、もっとも多いのが長崎県（15名）で、次いで鹿児島県（9名）、大分県（8名）の順になっ
ている。詳しくは、総務省「地域力創造グループ」ホームページを参照。http://www.soumu.go.jp/main
_content／000219116．pdf

※本研究は科研費研究助成・基盤研究Ｃ（課題番号24500900：代表者 赤星礼子）の研究成果の一部であ
る。
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